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代表者名 代表取締役社⾧ 二川 良介 

代表取締役社⾧ 玉川 暁郎  

 (コード番号：2977 TOKYO PRO Market） 

問合せ先 取締役管理部⾧ 岩倉 一生 

TEL 03-5418-5100 

URL https://www.livenup.co.jp/ 

 
第三者割当による当社取締役及び従業員、当社子会社取締役及び従業員、並びに社外協力者への 

ストック・オプション（新株予約権）の発行に関するお知らせ 

 

株式会社 Livenup Group（本社：東京都港区、代表取締役社長 二川 良介、代表取締役社長 玉

川 暁郎、以下「当社」）は、2024年９月30日開催の臨時株主総会決議に基づき、2024年９月30日

開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定により、当社取締役及び従業員、

当社子会社取締役及び従業員、並びに社外協力者に対し、下記のとおり第１回新株予約権及び第２

回新株予約権（以下、あわせて「本新株予約権」といいます。）を発行することを決議いたしまし

たので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１． 新株予約権を発行する理由 

当社は、「需要は多いが供給が少ない希少性の高い不動産商品を開発し、社会の期待に応える」

という経営理念に基づき東京都港区・渋谷区・目黒区・世田谷区等高い資産性を確保できる地域を

中心に、土地の立地や形状、規制等をさまざまな角度から検討し、高品質で安価な戸建住宅や収益

不動産の開発販売をしております。 

当社はこのような事業展開を行う中で、当社の業績達成及び企業価値の向上に対する意欲及び士

気を向上させることが必要であると考えており、本新株予約権の発行は、当社取締役及び従業員、

当社子会社取締役及び従業員、並びに社外協力者に対して、インセンティブを付与することを目的

として割当てるものであります。 

 

2. 社外協力者に対して特に有利な条件で新株予約権を発行する理由 

当社の社外協力者は、当社が推進している不動産×事業承継事業におけるM&A、並びに不動産売 

買仲介事業における営業活動に不可欠な人材であり、その貢献度は非常に高いことから、当社の業 

績達成及び企業価値の向上に対する意欲及び士気を向上させることが必要であると考えておりま 

す。そのため、社外協力者に対するインセンティブとしてストック・オプションを付与することを 

目的として、払込金額を要さず無償にて新株予約権を発行するものであります。 

なお、本新株予約権がすべて行使された場合、2024年９月30日現在の発行済株式総数1,000,000

株から同日の自己株式数633,654株を控除した株式数366,346株に対し、最大で3.53%の希薄化が生

じます。しかしながら、本新株予約権は、当社の企業価値の向上に資するものであり、既存株主の

利益にも貢献できるものと認識しております。従いまして、本新株予約権による株式の希薄化への

影響は合理的な範囲内のものと考えております。 

 

３． 第１回新株予約権の内容 

① 新株予約権の名称 

株式会社Livenup Group第１回新株予約権（以下「第１回新株予約権」という｡） 

② 申込期間又は申込期日 

2024年10月16日 
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③ 割当日 

2024年10月18日 

④ 募集の方法 

第三者割当ての方法により新株予約権を割り当てる。 

⑤ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

第１回新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、第１回新株予約権１個当たり 

の目的たる株式の数（以下「付与株式数」という｡）は１株とする｡但し、第１回新株予約権の 

割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下 

同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整する。但し、かかる調整 

は、第１回新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない第１回新株予約権の付与株式 

数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるもの 

とする。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割又は株式併合の比率 

また、第１回新株予約権の割当日後、当社が必要と認めた場合、当社は、合理的な範囲で付与 

株式数の調整を行うことができるものとする。 

⑥ 第１回新株予約権の総数 

12,811個 

⑦ 各第１回新株予約権の払込金額 

新株予約権と引換えに金銭の払込みは要しないものとする。 

⑧ 第１回新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

(1) 各第１回新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に付

与株式数を乗じた額とする。 

(2) 第１回新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行

使価額」という｡）は、当社から独立した第三者評価期間である茄子評価株式会社が第１回新

株予約権の割当日において行う当社普通株式価値算定の算定結果と同額とし、金 2,970 円と

する。 

⑨ 行使価額の調整 

(1)当社が、第１回新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を 

行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる 

ものとする。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

株式分割又は株式併合の比率 

(2)当社が、第１回新株予約権の割当日後、時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分 

を行う場合（新株予約権の行使による新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による 

自己株式の移転の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１ 

円未満の端数は切り上げるものとする。 

      新規発行・ 

処分株式数 
× １株当たりの 

払込金額 

調 整 後

行使価額 
＝ 調 整 前

行使価額 
× 

既発行株

式数 
＋ 

時 価 

 
既発行株式数 ＋ 新規発行・処分株式数 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から、当社が保 

有する自己株式数を控除した数とする。 

(3) 第１回新株予約権の割当日後、当社が必要と認めた場合、当社は、合理的な範囲で行使価額 

を調整することができるものとする。 

⑩ 第１回新株予約権を行使することができる期間 

第１回新株予約権の付与決議後2年を経過した日から10年を経過する日まで（但し、最終日が 

銀行営業日でない場合にはその前銀行営業日まで）とする。 

⑪ その他の第１回新株予約権の行使の条件 

(1) 第１回新株予約権者は、第１回新株予約権を取得した時点において当該第１回新株予約権

者が当社及び当社子会社の取締役等の役員又は使用人又は社外協力者である場合は、第１

回新株予約権の取得時から権利行使時まで継続して、当社及び当社子会社の取締役等の役

員又は使用人又は社外協力者のいずれかの地位にあることを要する。但し、当社取締役会が

正当な理由があるものと認めた場合にはこの限りではない。 
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(2) 第１回新株予約権者は、当社普通株式が東京証券取引所プライム市場、スタンダード市場、

グロース市場のいずれかの市場に上場した日から行使期間の満了日までのいずれかの営業

日において、当社の時価総額が 50億円以上を達成した場合に限り、第 1回新株予約権を行

使することができる。 

【算定式】 

時価総額＝（当社の発行済株式総数 ― 当社が保有する普通株式に係る自己株式数）×東京

証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値 

(3) 第１回新株予約権者が権利行使期間中に死亡した場合、その相続人は第１回新株予約権を 

行使することができない。 
(4) 第１回新株予約権者は、次の各号のいずれかに該当する事由が生じた場合には、第１回新 

株予約権を行使することができない。但し、以下の1、3、9号の場合を除き、当社取締

役会が合理的に別段の取扱いを行うことについて賛成した場合にはこの限りではな

い。 
1 禁錮刑以上の刑に処せられた場合 

2 当社と競合する業務を営む会社を直接若しくは間接に設立し、又は当該会社の取締 

役等の役員若しくは使用人に就任する等、名目を問わず当社と競業した場合（但し、 

当社の書面による事前の承認を得た場合を除く。） 

3 法令違反その他不正行為により、当社の信用を損ねた場合 

4 差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立てを受け、又は公租公課の滞納処

分を受けた場合 

5 支払停止若しくは支払不能となり、又は振出し若しくは引き受けた手形若しくは小切手

が不渡りになった場合 

6 破産手続開始、民事再生手続開始その他これらに類する手続開始の申立てがあった場合

又は自らこれを申し立てた場合 

7 就業規則に違反し、懲戒処分を受けた場合 

8 役員として果たすべき忠実義務等に違反した場合 

9 反社会的勢力又は反市場勢力に該当する疑いのある場合並びに過去5年以内にこれらに

該当した疑いのある場合 

(5) 第１回新株予約権者の新株予約権の行使に係る権利行使価額は、第１回新株予約権に係る

付与決議（租税特別措置法第２９条の２第１項において定められた付与決議をいう。）の日

において、当社の設立の日以後の期間が５年未満である場合には当該権利行使価額を２で

除して計算した金額とし、当社の設立の日以後の期間が５年以上２０年未満であることそ

の他の租税特別措置法施行規則 １１条の３第１項で定める要件を満たす場合には当該権利

行使価額を３で除して計算した金額とする。ただし、年間（1月 1日から 12 月 31 日まで）

で行使しうる行使価格の合計額は、1,200 万円を超えてはならない。 

(6) 第１回新株予約権者は、租税特別措置法第 29 条の 2第１項第 6号イの規定に従い、第１回

新株予約権の行使により取得する当社の株式を当社が指定する当該金融商品取引業者等の

営業所又は事務所に保管の委託又は管理及び処分に係る信託を行う。なお、かかる金融商品

取引業者等については、追って当社より第１回新株予約権者に通知する。ただし、第１回新

株予約権の行使により取得される株式が譲渡制限株式の場合に限り、租税特別措置法第 29

条の 2 第１項第 6 号ロの規定に従い、第１回新株予約権の行使により取得する当社の株式

は、当社が定める株式の管理に関する取り決めに従い当社が管理を行う。 

⑫ 第１回新株予約権の取得 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約の議案又は当社が完全子会社となる株式交換契約の議案若 

しくは株式移転計画の議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要

の場合は当該議案につき当社取締役会が決議した場合）又は株主から当該株主総会の招集

の請求があった場合において、当社は、当社取締役会が別途取得する日を定めた場合は、

当該日が到来することをもって、第１回新株予約権の全部を無償で取得する。ただし、当

社取締役会が有償で取得すると決定した場合には当社取締役会が定めた金額で第１回新株

予約権の全部を有償で取得することができる。 

(2)当社は、第１回新株予約権者が第 11項に基づき権利行使の条件を欠くこととなった場合又

は第１回新株予約権者が第１回新株予約権を放棄した場合は、当社は、当社の取締役会が

別途定める日の到来をもって、当該第１回新株予約権を無償で取得することができる。 

(3)当社は、当社取締役会が別途取得する日を定めた場合は、当該日が到来することをもって、 

第１回新株予約権の全部又は一部を無償で取得する。なお、第１回新株予約権の一部を取 
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得する場合は、当社取締役会の決議によりその取得する第１回新株予約権の一部を定める。 

⑬ 第１回新株予約権の譲渡 

譲渡による第１回新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとする。  

⑭ 第１回新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金 

第１回新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第

17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の

結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額

は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。 

⑮ 第１回新株予約権の行使請求の方法 

(1) 第１回新株予約権を行使する場合、第 10 項記載の第１回新株予約権を行使することができ 

る期間中に当社所定の行使請求受付場所に対して、行使請求に必要な事項を通知する

ものとする。 
(2) 第１回新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、第１回新株予約権の 

行使に際して出資される財産の価額の全額を現金にて当社所定の払込取扱場所の当社

が指定する口座に振り込むものとする。 
(3) 第１回新株予約権の行使請求の効力は、当社所定の行使請求受付場所に対する行使請求に 

必要な全部の事項の通知が行われ、かつ当該第 1回新株予約権の行使に際して出資される 

財産の価額の全額が前号に定める口座に入金された日に発生する。 

⑯ 組織再編行為の際の第１回新株予約権の取扱い 

当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割 

（それぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、株式交換又は株式移転（それぞれ当社 

が完全子会社となる場合に限る。）（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場 

合、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する第１回新株予約権（以下「残存新株予 

約権」という。）を保有する第１回新株予約権者に対し、それぞれの場合に応じて会社法第 

236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。） 

の新株予約権を以下の条件に基づき交付する。この場合においては、残存新株予約権は消 

滅するものとする。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨 

を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式 

移転計画において定めた場合に限る。 

（1）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

第１回新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するもの 

とする。 

（2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数又はその算定方法 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、第5項に準じて目的となる株式の数につき合理 

的な調整がなされた数とする。 

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、第8項及び第9項に準じて行使価額につき合理 

的な調整がなされた額に、上記第(3)号に従って決定される当該新株予約権の目的と 

なる再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

（5）新株予約権を行使することができる期間 

第10項に規定する第１回新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行 

為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から、第10項に規定する第１回新株予約権を行 

使することができる期間の満了日までとする。 

（6）新株予約権の行使の条件 

第11項に準じて決定する。 

（7）新株予約権の取得事由及び取得条件 

第12項に準じて決定する。 

（8）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認（再編対象 

会社が取締役会設置会社でない場合は株主総会）を要するものとする。 

（9）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

に関する事項 

第14項に準じて決定する。 
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（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。 

⑰ 新株予約権証券の不発行 

当社は、第１回新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。 

⑱ 第１回新株予約権を行使した際に生ずる 1株に満たない端数の取決め 

第１回新株予約権を行使した第１回新株予約権者に交付する株式の数に1株に満たない端数が 

ある場合には、これを切り捨てるものとする。 

⑲ その他 

(1) 本発行要項の規定中、読み替えその他の措置が必要になるときは、会社法の規定及び第１回 

新株予約権の趣旨に従い、本発行要項の規定の変更等当社が適切と考える方法により、 

必要な措置を講ずることができるものとする。 

（2）その他第１回新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役社長に一任する。 

⑳ 第１回新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる第１回新株予約権の数 

当社取締役 ４名 9,663個 

当社従業員 15名 477個 

当社子会社取締役 １名 1,208個 

当社子会社従業員 53名 1,463個 
なお、上記対象となる者の人数は本お知らせ提出時の予定人数であり増減することがあ 

る。また、上記割当新株予約権数は上限の発行数を示したものであり、申込数等により減 

少することがある。 

 

４． 第２回新株予約権の内容 

① 新株予約権の名称 

株式会社Livenup Group第２回新株予約権（以下「第２回新株予約権」という｡） 

② 申込期間又は申込期日 

2024年10月16日 

③ 割当日 

2024年10月18日 

④ 募集の方法 

第三者割当ての方法により新株予約権を割り当てる。 

⑤ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

第２回新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、第２回新株予約権１個当たり 

の目的たる株式の数（以下「付与株式数」という｡）は１株とする｡但し、第２回新株予約権の 

割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下 

同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整する。但し、かかる調整 

は、第２回新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない第２回新株予約権の付与株式 

数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるもの 

とする。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割又は株式併合の比率 

また、第２回新株予約権の割当日後、当社が必要と認めた場合、当社は、合理的な範囲で付与 

株式数の調整を行うことができるものとする。 

⑥ 第２回新株予約権の総数 

112個 

⑦ 各第２回新株予約権の払込金額 

新株予約権と引換えに金銭の払込みは要しないものとする。 

⑧ 第２回新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

(1) 各第２回新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に付

与株式数を乗じた額とする。 

(2) 第２回新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行

使価額」という｡）は、当社から独立した第三者評価期間である茄子評価株式会社が第２回新

株予約権の割当日において行う当社普通株式価値算定の算定結果と同額とし、金 2,970 円と

する。 

⑨ 行使価額の調整 

(1)当社が、第２回新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を 

行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる 

ものとする。 
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調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

株式分割又は株式併合の比率 

(2)当社が、第２回新株予約権の割当日後、時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分 

を行う場合（新株予約権の行使による新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による 

自己株式の移転の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１ 

円未満の端数は切り上げるものとする。 

 

      新規発行・ 

処分株式数 
× １株当たりの 

払込金額 

調 整 後

行使価額 
＝ 調 整 前

行使価額 
× 

既発行株

式数 
＋ 

時 価 

 
既発行株式数 ＋ 新規発行・処分株式数 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から、当社が保 

有する自己株式数を控除した数とする。 

(3) 第２回新株予約権の割当日後、当社が必要と認めた場合、当社は、合理的な範囲で行使価額 

を調整することができるものとする。 

⑩ 第２回新株予約権を行使することができる期間 

第２回新株予約権の付与決議後2年を経過した日から10年を経過する日まで（但し、最終日が 

銀行営業日でない場合にはその前銀行営業日まで）とする。 

⑪ その他の第２回新株予約権の行使の条件 

(1) 第２回新株予約権者は、第２回新株予約権を取得した時点において当該第２回新株予約権者 

が当社及び当社子会社の取締役等の役員又は使用人又は社外協力者である場合は、第２回新

株予約権の取得時から権利行使時まで継続して、当社及び当社子会社の取締役等の役員又は

使用人又は社外協力者のいずれかの地位にあることを要する。但し、当社取締役会が正当な

理由があるものと認めた場合にはこの限りではない。 

(2) 第２回新株予約権者は、当社普通株式が東京証券取引所プライム市場、スタンダード市場、

グロース市場のいずれかの市場に上場した日から行使期間の満了日までのいずれかの営業

日において、当社の時価総額が 50 億円以上を達成した場合に限り、第２回新株予約権を行

使することができる。 

【算定式】 

時価総額＝（当社の発行済株式総数 ― 当社が保有する普通株式に係る自己株式数）×東京

証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値 

(3) 第２回新株予約権者が権利行使期間中に死亡した場合、その相続人は第２回新株予約権を行 

使することができない。 

(4) 第２回新株予約権者は、次の各号のいずれかに該当する事由が生じた場合には、第２回新株 

予約権を行使することができない。但し、以下の 1、3、9号の場合を除き、当社取締役会が

合理的に別段の取扱いを行うことについて賛成した場合にはこの限りではない。 

1 禁錮刑以上の刑に処せられた場合 

2 当社と競合する業務を営む会社を直接若しくは間接に設立し、又は当該会社の取締 

役等の役員若しくは使用人に就任する等、名目を問わず当社と競業した場合（但し、 

当社の書面による事前の承認を得た場合を除く。） 

3  法令違反その他不正行為により、当社の信用を損ねた場合 

4  差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立てを受け、又は公租公課の滞納処 

分を受けた場合 

5  支払停止若しくは支払不能となり、又は振出し若しくは引き受けた手形若しくは小切手 

が不渡りになった場合 

6  破産手続開始、民事再生手続開始その他これらに類する手続開始の申立てがあった場合 

又は自らこれを申し立てた場合 

7 就業規則に違反し、懲戒処分を受けた場合 

8 役員として果たすべき忠実義務等に違反した場合 

9 反社会的勢力又は反市場勢力に該当する疑いのある場合並びに過去 5 年以内にこれら

に該当した疑いのある場合 

(5) 第２回新株予約権者の新株予約権の行使に係る権利行使価額は、第２回新株予約権に係る付 

与決議（租税特別措置法第２９条の２第１項において定められた付与決議をいう。）の日に
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おいて、当社の設立の日以後の期間が５年未満である場合には当該権利行使価額を２で除し

て計算した金額とし、当社の設立の日以後の期間が５年以上２０年未満であることその他の

租税特別措置法施行規則 １１条の３第１項で定める要件を満たす場合には当該権利行使価

額を３で除して計算した金額とする。ただし、年間（1月 1日から 12月 31 日まで）で行使

しうる行使価格の合計額は、1,200 万円を超えてはならない。 

(6) 第２回新株予約権者は、租税特別措置法第 29 条の 2第１項第 6号イの規定に従い、第２回 

新株予約権の行使により取得する当社の株式を当社が指定する当該金融商品取引業者等の

営業所又は事務所に保管の委託又は管理及び処分に係る信託を行う。なお、かかる金融商品

取引業者等については、追って当社より第２回新株予約権者に通知する。ただし、第２回新

株予約権の行使により取得される株式が譲渡制限株式の場合に限り、租税特別措置法第 29

条の 2 第１項第 6 号ロの規定に従い、第２回新株予約権の行使により取得する当社の株式

は、当社が定める株式の管理に関する取り決めに従い当社が管理を行う。 

⑫ 第２回新株予約権の取得 

(1)当社が消滅会社となる合併契約の議案又は当社が完全子会社となる株式交換契約の議案若 

しくは株式移転計画の議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要 

の場合は当該議案につき当社取締役会が決議した場合）又は株主から当該株主総会の招集 

の請求があった場合において、当社は、当社取締役会が別途取得する日を定めた場合は、当 

該日が到来することをもって、第２回新株予約権の全部を無償で取得する。ただし、当社取 

締役会が有償で取得すると決定した場合には当社取締役会が定めた金額で第２回新株予約 

権の全部を有償で取得することができる。 

(2)当社は、第２回新株予約権者が第 11項に基づき権利行使の条件を欠くこととなった場合又 

は第２回新株予約権者が第２回新株予約権を放棄した場合は、当社は、当社の取締役会が

別途定める日の到来をもって、当該第２回新株予約権を無償で取得することができる。 

(3)当社は、当社取締役会が別途取得する日を定めた場合は、当該日が到来することをもって、 

第２回新株予約権の全部又は一部を無償で取得する。なお、第２回新株予約権の一部を取得 

する場合は、当社取締役会の決議によりその取得する第２回新株予約権の一部を定める。 

⑬ 第２回新株予約権の譲渡 
譲渡による第２回新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとする。  

⑭  第２回新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金 

第２回新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算

の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金

の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。 

⑮ 第２回新株予約権の行使請求の方法 

(1) 第２回新株予約権を行使する場合、第 10 項記載の第２回新株予約権を行使することができ 

る期間中に当社所定の行使請求受付場所に対して、行使請求に必要な事項を通知するも 

のとする。 
(2) 第２回新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、第２回新株予約権の 

行使に際して出資される財産の価額の全額を現金にて当社所定の払込取扱場所の当社が 

指定する口座に振り込むものとする。 
(3) 第２回新株予約権の行使請求の効力は、当社所定の行使請求受付場所に対する行使請求に 

必要な全部の事項の通知が行われ、かつ当該第 2回新株予約権の行使に際して出資される 

財産の価額の全額が前号に定める口座に入金された日に発生する。 

⑯ 組織再編行為の際の第２回新株予約権の取扱い 

当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（そ 

れぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、株式交換又は株式移転（それぞれ当社が完全 

子会社となる場合に限る。）（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合、組織 

再編行為の効力発生日の直前において残存する第２回新株予約権（以下「残存新株予約権」 

という。）を保有する第２回新株予約権者に対し、それぞれの場合に応じて会社法第236条第 

１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約 

権を以下の条件に基づき交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅するものと 

する。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契 

約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において 

定めた場合に限る。 

（1）交付する再編対象会社の新株予約権の数 
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第２回新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するもの 

とする。 

（2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数又はその算定方法 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、第5項に準じて目的となる株式の数につき合理 

的な調整がなされた数とする。 

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、第8項及び第9項に準じて行使価額につき合理 

的な調整がなされた額に、上記第(3)号に従って決定される当該新株予約権の目的と 

なる再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

（5）新株予約権を行使することができる期間 

第10項に規定する第２回新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行 

為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から、第10項に規定する第２回新株予約権を行 

使することができる期間の満了日までとする。 

（6）新株予約権の行使の条件 

第11項に準じて決定する。 

（7）新株予約権の取得事由及び取得条件 

第12項に準じて決定する。 

（8）新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認（再編対象 

会社が取締役会設置会社でない場合は株主総会）を要するものとする。 

（9）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

に関する事項 

第14項に準じて決定する。 

(10) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。 

⑰ 新株予約権証券の不発行 

当社は、第２回新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。 

⑱ 第２回新株予約権を行使した際に生ずる 1株に満たない端数の取決め 

第２回新株予約権を行使した第２回新株予約権者に交付する株式の数に1株に満たない端数が 

ある場合には、これを切り捨てるものとする。 

⑲  その他 

(1) 本発行要項の規定中、読み替えその他の措置が必要になるときは、会社法の規定及び第２回 

新株予約権の趣旨に従い、本発行要項の規定の変更等当社が適切と考える方法により、 

必要な措置を講ずることができるものとする。 

(2) その他第２回新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役社長に一任する。 

⑳  第２回新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる第２回新株予約権の数 

社外協力者 ６名 112個 

なお、上記対象となる者の人数は本お知らせ提出時の予定人数であり増減することがある。 

また、上記割当新株予約権数は上限の発行数を示したものであり、申込数等により減少する 

ことがある。 

 

５． 割当予定先の選定理由等 

(1) 割当予定先の概要 

割当予定先である当社取締役及び従業員、当社子会社取締役及び従業員においては、当社は市

民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を遮断するとともに、これら反

社会的勢力に対しては、警察等の外部専門機関と緊密に連携し、全社を挙げて毅然とした態度で

組織的に対応することを定め、私生活においても反社会的勢力に付け入られる行動がないことを

求めております。また、反社会的勢力との一切の取引等の関わりの有無について聞き取り調査を

行い、反社会的勢力との一切の関係がないことを確認しております。また割当予定先である社外

協力者は、当社が推進している不動産×事業承継事業におけるM&A、並びに不動産売買仲介事業に

貢献頂いており、日経テレコン及びインターネット検索を利用し、収集した情報の中から、反社

会的勢力等を連想される情報及びキーワードを絞り込み、複合的に検索することにより、反社会

的勢力等との関わりを調査し、反社会的勢力等との関わりを疑わせるものがないことを確認して

おります。これらを踏まえて、当社は、割当予定先が反社会的勢力と何らの関係がないものと判
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断しております。なお、当社は、割当予定先が反社会的勢力との関係がないことを示す確認書を

株式会社東京証券取引所に提出しております。 

 

【割当予定先である社外協力者の概要】 

社外協力者① 
氏 名 中島 遼 

住 所 東京都大田区 

職業の内容 会社役員 

当社と割当予定先

との関係 
出資関係 当社は同氏が代表である会社から出資を受けています。 

人事関係 当社の社外協力者であります。 

資金関係 該当事項はありません。 

取引関係 同氏が代表である会社と当社との業務委託契約に基づ

き、M&A業務に従事しております。 

 

社外協力者② 
氏 名 三好 章宏 

住 所 神奈川県相模原市緑区 

職業の内容 売買仲介事業者 

当社と割当予定先

との関係 
出資関係 該当事項はありません。 

人事関係 当社子会社の社外協力者であります。 

資金関係 該当事項はありません。 

取引関係 当社子会社との業務委託契約に基づき、売買仲介事業に

従事しております。 

 

社外協力者③ 
氏 名 沓沢 一貴 

住 所 神奈川県横浜市青葉区 

職業の内容 売買仲介事業者 

当社と割当予定先

との関係 
出資関係 該当事項はありません。 

人事関係 当社子会社の社外協力者であります。 

資金関係 該当事項はありません。 

取引関係 当社子会社との業務委託契約に基づき、売買仲介事業に

従事しております。 

 

社外協力者④ 
氏 名 藤井 貴大 

住 所 東京都町田市 

職業の内容 売買仲介事業者 

当社と割当予定先

との関係 
出資関係 該当事項はありません。 

人事関係 当社子会社の社外協力者であります。 

資金関係 該当事項はありません。 

取引関係 当社子会社との業務委託契約に基づき、売買仲介事業に

従事しております。 

 

社外協力者⑤ 
氏 名 北舘 一弥 

住 所 神奈川県厚木市 

職業の内容 会社役員 

当社と割当予定先

との関係 
出資関係 該当事項はありません。 

人事関係 当社子会社の社外協力者であります。 

資金関係 該当事項はありません。 

取引関係 当社子会社との業務委託契約に基づき、売買仲介事業に
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従事しております。 

 

社外協力者⑥ 
氏 名 立川 弘美 

住 所 東京都町田市 

職業の内容 売買仲介事業者 

当社と割当予定先

との関係 
出資関係 該当事項はありません。 

人事関係 当社子会社の社外協力者であります。 

資金関係 該当事項はありません。 

取引関係 当社子会社との業務委託契約に基づき、売買仲介事業に

従事しております。 

 

(2) 割当予定先の選定理由 

中長期的な当社の企業価値の増大を目指すにあたり、当社の事業活動の推進及び業績向上を図

ることを目的として、当社取締役及び従業員、当社子会社取締役及び従業員、並びに社外協力者

に対して無償で新株予約権を発行するものであります。割当予定先である社外協力者について

は、当社が推進している不動産×事業承継事業におけるM&A、並びに不動産売買仲介事業における

営業活動に不可欠な人材であり、その貢献度は非常に高いものと考えております。当社の事業活

動の進展において、中長期的な観点から、より一層の支援を賜ることを目的として、割当予定先

に選定するものであります。  

 

(3) 割当予定先の保有方針 
本新株予約権の行使により交付する当社株式について、当社と割当予定先との間に継続保有及び 

預託に関する書面での取り決めはありませんが、本新株予約権の譲渡の際には当社取締役会の承認 
を必要とします。 
 

以 上 


